（表）
小規模事業者持続化補助金「災害支援枠（令和６年能登半島地震）」
中小企業者持続化補助金「災害支援枠（令和６年能登半島地震）」
売上減少の証明申請書
                                           　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日
  　（宛先）白山市長
                         　     　　　　　　　　申請者
                       　      　　　　　　　　 住　所　　　　　　　　　　　　　　
                 　         　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
私は、令和６年１月能登半島地震に起因して、下記のとおり売上が減少しました。
つきましては、標記補助金の交付申請のため、売上減少の証明発行をお願いします。
記
1． 令和６年１月以降の任意の１か月の売上高　　　　　　　Ａ　  　　  　　　　  　　　円
（※１、２）
2． 前年同期の売上高　　　　　　　　　　　　　  Ｂ　  　　　　  　　　　　　円
（※３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　もしくは
　令和２年１月２８日以前同期の売上高　　　　　　　  Ｂ　  　　　　  　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※Ｂの売上高はどちらかのみ記入してください。
　　　　　

3． 災害の発生に起因した売上高の減少額　　　　　　　 Ｂ－Ａ    　　　　  　　　　　　円
　　　　減少比率　　　　　　　     　       Ｂ－Ａ 　　　 　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        Ｂ　  ×100  　　　　  　　　　　　％
申請時の添付書類については、裏面を確認してください。
※１．小規模事業者持続化補助金「災害支援枠（令和６年能登半島地震）」及び 中小企業者持続化補助金「災害支援枠（令和６年能登半島地震）」の各公募要領で定められた期間における任意の１か月を記入してください。
※２．毎月の締め日が月末でない場合は、任意の該当する期（１月５日から２月４日など）１か月の売上高を記入してください。
※３.創業１年未満の場合は、創業から令和５年１２月までの間で連続する任意の３か月（１０月から１２月など）の売上高平均を２．の「前年同期の売上高」に代えて記入してください。

令和　　年　　　月　　　日

　
申請のとおり、相違ないことを証明します。

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　白山市長　　　田　村　　敏　和
（注１）本証明書は、標記補助金の交付申請以外の目的では利用できませんので、ご注意願います。
(注２)本証明書は、減少比率が２０％以上の場合に発行します。
（裏）
添付書類について
個人の場合
・令和６年１月以降の任意の１か月の売上高（Ａ）が確認できる書類（試算表、売上台帳等）
・前年または令和２年１月２８日以前同期の売上高（Ｂ）が確認できる書類（試算表、売上台帳等）
　※創業１年未満の場合は、創業から令和５年１２月までの間で連続する任意の３か月（１０月から１２月など）の売上高が確認できる書類（試算表、売上台帳等）及び事業開始が確認できる書類（税務署に提出した「個人事業の開業・廃業等届出書」の写し等）
・直近の確定申告書（控）の写し
法人の場合

・令和６年１月以降の任意の１か月の売上高（Ａ）が確認できる書類（試算表、売上台帳等）
・前年または令和２年１月２８日以前同期の売上高（Ｂ）が確認できる書類（試算表、売上台帳等）
　※創業１年未満の場合は、創業から令和５年１２月までの間で連続する任意の３か月（１０月から１２月など）の売上高が確認できる書類（試算表、売上台帳等）
・商業登記簿謄本の写し

